
自治体名： 長久手市 【 様式第1号】

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

科目 金額 科目 金額

【 資産の部】 【 負債の部】

 固定資産 120,260  固定負債 8,661

  有形固定資産 114,377   地方債 8,078

   事業用資産 46,483   長期未払金 -

    土地 26,245   退職手当引当金 536

    立木竹 -   損失補償等引当金 -

    建物 44,244   その他 46

    建物減価償却累計額 -25,606  流動負債 1,672

    工作物 4,199   １ 年内償還予定地方債 879

    工作物減価償却累計額 -3,363   未払金 0

    船舶 -   未払費用 -

    船舶減価償却累計額 -   前受金 11

    浮標等 -   前受収益 -

    浮標等減価償却累計額 -   賞与等引当金 395

    航空機 -   預り 金 378

    航空機減価償却累計額 -   その他 8

    その他 - 負債合計 10,333

    その他減価償却累計額 - 【 純資産の部】

    建設仮勘定 764  固定資産等形成分 121,562

   イ ンフ ラ 資産 67,125  余剰分（ 不足分） -8,809

    土地 45,631

    建物 77

    建物減価償却累計額 -46

    工作物 46,500

    工作物減価償却累計額 -25,484

    その他 -

    その他減価償却累計額 -

    建設仮勘定 447

   物品 2,483

   物品減価償却累計額 -1,714

  無形固定資産 125

   ソ フ ト ウ ェ ア 125

   その他 -

  投資その他の資産 5,759

   投資及び出資金 798

    有価証券 -

    出資金 798

    その他 -

   投資損失引当金 -

   長期延滞債権 18

   長期貸付金 -

   基金 4,944

    減債基金 -

    その他 4,944

   その他 -

   徴収不能引当金 -2

 流動資産 2,826

  現金預金 1,491

  未収金 37

  短期貸付金 -

  基金 1,302

   財政調整基金 1,298

   減債基金 4

  棚卸資産 -

  その他 -

  徴収不能引当金 -3 純資産合計 112,753

資産合計 123,087 負債及び純資産合計 123,087

一般会計等貸借対照表

（ 令和7年3月31日現在）



自治体名： 長久手市 【 様式第2号】

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

科目 金額

 経常費用 23,337

  業務費用 13,974

   人件費 5,056

    職員給与費 2,975

    賞与等引当金繰入額 395

    退職手当引当金繰入額 242

    その他 1,443

   物件費等 8,749

    物件費 6,035

    維持補修費 326

    減価償却費 2,387

    その他 -

   その他の業務費用 169

    支払利息 52

    徴収不能引当金繰入額 4

    その他 114

  移転費用 9,362

   補助金等 3,693

   社会保障給付 4,391

   他会計への繰出金 1,276

   その他 3

 経常収益 1,165

  使用料及び手数料 236

  その他 930

純経常行政コ ス ト 22,171

 臨時損失 320

  災害復旧事業費 6

  資産除売却損 314

  投資損失引当金繰入額 -

  損失補償等引当金繰入額 -

  その他 0

 臨時利益 6

  資産売却益 6

  その他 -

純行政コ ス ト 22,485

一般会計等行政コ ス ト 計算書

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日



自治体名： 長久手市 【 様式第3号】

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 113,383 122,801 -9,418

 純行政コ ス ト （ △） -22,485 -22,485

 財源 21,547 21,547

  税収等 15,834 15,834

  国県等補助金 5,713 5,713

 本年度差額 -938 -938

 固定資産等の変動（ 内部変動） -1,548 1,548

  有形固定資産等の増加 1,772 -1,772

  有形固定資産等の減少 -2,392 2,392

  貸付金・ 基金等の増加 659 -659

  貸付金・ 基金等の減少 -1,587 1,587

 資産評価差額 - -

 無償所管換等 308 308

 その他 - - -

 本年度純資産変動額 -630 -1,239 609

本年度末純資産残高 112,753 121,562 -8,809

一般会計等純資産変動計算書

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日

科目 合計



自治体名： 長久手市 【 様式第4号】

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

科目 金額

【 業務活動収支】

 業務支出 20,927

  業務費用支出 11,305

   人件費支出 4,778

   物件費等支出 6,361

   支払利息支出 52

   その他の支出 114

  移転費用支出 9,623

   補助金等支出 3,953

   社会保障給付支出 4,391

   他会計への繰出支出 1,276

   その他の支出 3

 業務収入 22,393

  税収等収入 15,831

  国県等補助金収入 5,396

  使用料及び手数料収入 236

  その他の収入 930

 臨時支出 315

  災害復旧事業費支出 6

  その他の支出 310

 臨時収入 -

業務活動収支 1,151

【 投資活動収支】

 投資活動支出 2,340

  公共施設等整備費支出 1,719

  基金積立金支出 526

  投資及び出資金支出 45

  貸付金支出 50

  その他の支出 -

 投資活動収入 1,885

  国県等補助金収入 317

  基金取崩収入 1,500

  貸付金元金回収収入 50

  資産売却収入 17

  その他の収入 -

投資活動収支 -456

【 財務活動収支】

 財務活動支出 873

  地方債償還支出 872

  その他の支出 1

 財務活動収入 373

  地方債発行収入 373

  その他の収入 -

財務活動収支 -500

本年度資金収支額 195

前年度末資金残高 918

本年度末資金残高 1,112

前年度末歳計外現金残高 284

本年度歳計外現金増減額 94

本年度末歳計外現金残高 378

本年度末現金預金残高 1,491

一般会計等資金収支計算書

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日



注記 

 1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし 、 開始時の評価基準及び評価方法については、 次のと おり です。   

ア 昭和 59 年度以前に取得し たも の･･･････････再調達原価  

ただし 、 道路、 河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円と し ていま す。   

イ  昭和 60 年度以後に取得し たも の  

取得原価が判明し ている も の････････････････取得原価  

取得原価が不明なも の･･････････････････････再調達原価 

ただし 、 取得原価が不明な道路、 河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円と し ていま す。   

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし 、 開始時の評価基準及び評価方法については、 次のと おり です。  

取得原価が判明し ている も の････････････････取得原価 

取得原価が不明なも の･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 

該当なし  

② 満期保有目的以外の有価証券 

該当なし  

③ 出資金  

ア 市場価格のある も の･･････････････････････会計年度末における 市場価格 

イ  市場価格のないも の･･････････････････････出資金額 

ただし 、出資先の財政状態の悪化によ り 出資金の価値が著し く 低下し た場合には、相当の

減額を行う こ と と し ており ま す。  

なお、 出資金の価値の低下割合が 30% 以上である 場合には、「 著し く 低下し たと き 」 に該

当する も のと し ており ま す。  

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

 該当なし  

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（ リ ース 資産を除き ま す。） ･････････定額法  

なお、 主な耐用年数は以下のと おり です。   



建物  ８ 年～５ ０ 年  

工作物  ５ 年～６ ０ 年  

物品  ３ 年～２ ０ 年  

② 無形固定資産（ リ ース 資産を除き ま す。） ･････････定額法 

（ ソ フト ウ ェ アについては、 当市における 見込利用期間（ ５ 年） に基づく 定額法によ って

いま す。）   

③ 所有権移転ファ イ ナンス ・ リ ース 取引に係る リ ース 資産（ リ ース 期間が 1 年以内のリ ース

取引及びリ ース 契約 1 件あたり のリ ース 料総額が 300 万円以下のファ イ ナンス ・ リ ース 取

引を除き ま す。）  

･･･････････自己所有の固定資産に適用する 減価償却方法と 同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金  

 該当なし  

② 徴収不能引当金  

未収金については、過去５ 年間の平均不納欠損率によ り 、徴収不能見込額を計上し ていま す。 

長期延滞債権については、過去５ 年間の平均不納欠損率によ り 、徴収不能見込額を計上し て

いま す。   

長期貸付金については、過去５ 年間の平均不納欠損率によ り 、徴収不能見込額を計上し てい

ま す。   

③ 退職手当引当金  

退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から 、既に職員に対し 退職手当と し て支給さ

れた額の総額を差し 引いた金額を、 期末自己都合要支給額から 控除し た額を計上し ていま す。 

④ 損失補償等引当金  

該当なし  

⑤ 賞与等引当金  

翌年度６ 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれら に係る 法定福利費相当額の見込

額について、 それぞれ本会計年度の期間に対応する 部分を計上し ていま す。  

 

⑹ リ ース 取引の処理方法  

① ファ イ ナンス ・ リ ース 取引 

ア 所有権移転フ ァ イ ナンス ・ リ ース 取引（ リ ース 期間が 1 年以内のリ ース 取引及びリ ース

料総額が 300 万円以下のファ イ ナンス ・ リ ース 取引を除き ま す。）  

通常の売買取引に係る 方法に準じ た会計処理を行っていま す。  

イ  ア以外のファ イ ナンス ・ リ ース 取引 

通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ た会計処理を行っていま す。  



② オペレ ーティ ング・ リ ース 取引 

通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ た会計処理を行っていま す。  

 

⑺ 資金収支計算書における 資金の範囲  

現金（ 手許現金及び要求払預金） 及び現金同等物（ 長久手市予算決算会計規則おいて、 歳計現

金等の保管方法と し て規定し た預金等をいいま す。）   

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における 取引によ り 発生する 資金の受払いを含

んでいま す。  

 

⑻ その他財務書類作成のための基本と なる 重要な事項  

① 物品及びソ フト ウ ェ アの計上基準 

物品については、 取得価額又は見積価格が 50 万円（ 美術品は 300 万円） 以上の場合に資産

と し て計上し ていま す。  

ソ フト ウ ェ アについては、 取得価額が 300 万円以上の場合に資産と し て計上し ていま す。  

② 資本的支出と 修繕費の区分基準 

資本的支出と 修繕費の区分基準については、 金額が 60 万円未満である と き 、 又は固定資産

の取得価額等のおおむね 10％未満相当額以下である と き に修繕費と し て処理し ていま す。  

 

2 重要な会計方針の変更等  

⑴ 会計方針の変更  

該当なし  

⑵ 表示方法の変更  

該当なし  

⑶ 資金収支計算書における 資金の範囲の変更  

該当なし  

 

3 重要な後発事象  

⑴ 主要な業務の改廃  

該当なし  

⑵ 組織・ 機構の大幅な変更  

該当なし  

⑶ 地方財政制度の大幅な改正  

該当なし  

⑷ 重大な災害等の発生  

該当なし  

 



4 偶発債務  

⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

該当なし  

⑵ 係争中の訴訟等  

該当なし  

 

5 追加情報  

⑴ 財務書類の内容を理解する ために必要と 認めら れる 事項  

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のと おり です。   

一般会計  

土地取得特別会計 

卯塚墓園事業特別会計 

② 地方自治法第 235 条の 5 に基づき 出納整理期間が設けら れている 会計においては、 出納整

理期間における 現金の受払い等を終了し た後の計数をも って会計年度末の計数と し ていま

す。  

③ 百万円未満を四捨五入し て表示し ている ため、 合計金額が一致し ない場合があり ま す。  

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律における 健全化判断比率の状況は、次のと おり で

す。   

実質赤字比率  －  

連結実質赤字比率  －  

実質公債費比率  2.7％  

将来負担比率  － 

⑤ 利子補給等に係る 債務負担行為の翌年度以降の支出予定額   該当なし  

⑥ 繰越事業に係る 将来の支出予定額   271 百万円 

 

⑵ 貸借対照表に係る 事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、 次のと おり です。   

ア 範囲  

すべての普通財産（ 自治会等が利用する 集会所を除く 。）  

イ  内訳 

事業用資産 2,304 百万円 

土地  2,161 百万円 

建物   143 百万円 

イ ンフラ 資産 87 百万円 

土地  87 百万円 

上記の金額は令和 7 年 3 月 31 日時点における 期末簿価を記載し ていま す。   



② 減債基金に係る 積立不足額  該当なし  

③ 基金借入金（ 繰替運用）   該当なし  

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律における 将来負担比率の算定要素は、次のと おり

です。   

標準財政規模 14,205 百万円  

元利償還金・ 準元利償還金に係る 基準財政需要額算入額 602 百万円  

将来負担額 12,918 百万円  

充当可能基金額 6,785 百万円  

特定財源見込額 3,919 百万円  

地方債現在高等に係る 基準財政需要額算入見込額 5,887 百万円 

⑤ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく 長期継続契約で貸借対照表に計上さ れたリ ース 債務金額 

55 百万円 

 

⑶ 純資産変動計算書に係る 事項  

純資産における 固定資産等形成分及び余剰分（ 不足分） の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における 短期貸付金及び基金等を加えた額を計上し ていま す。   

② 余剰分（ 不足分）   

純資産合計額のう ち、 固定資産等形成分を差し 引いた金額を計上し ていま す。  

 

⑷ 資金収支計算書に係る 事項 

① 基礎的財政収支 △227 百万円 

② 既存の決算情報と の関連性 

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく 歳入歳出決算書は「 一般会計」 を対象範囲と し ている の

に対し 、 資金収支計算書は「 一般会計等」 を対象範囲と し ている ため、 歳入歳出決算書と 資金

収支計算書は一部の特別会計（ 土地取得特別会計、 卯塚墓園事業特別会計） の分だけ相違し ま

す。  

③ 資金収支計算書の業務活動収支と 純資産変動計算書の本年度差額と の差額の内訳  

資金収支計算書 

業務活動収支   1,151 百万円 

 収入（ 歳入） 支出（ 歳出）

 歳入歳出決算書 25,454 百万円 24,349 百万円

 財務書類の対象と なる 会計の範囲の相違に伴う 差額 139 百万円   131 百万円

 繰越金に伴う 差額 △918 百万円 －

 会計間の内部取引 △24 百万円 △24 百万円

 資金収支計算書 24,651 百万円 24,456 百万円



投資活動収入の国県等補助金収入  317 百万円 

未収債権額の増加（ 減少）    △2 百万円 

未払債務額の増加（ 減少）  △0 百万円 

減価償却費   △2,387 百万円 

賞与等引当金繰入額（ 増減額）   △36 百万円 

退職手当引当金繰入額（ 増減額）    18 百万円 

徴収不能引当金繰入額（ 増減額）    △0 百万円 

資産除売却益（ 損）    2 百万円 

その他臨時損失 △0 百万円 

純資産変動計算書の本年度差額   △938 百万円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、 一時借入金の増減額は含ま れていま せん。  

なお、 一時借入金の限度額及び利子額は次のと おり です。  

一時借入金の限度額      550 百万円 

一時借入金に係る 利子額     該当なし  

⑤ 重要な非資金取引  

重要な非資金取引は以下のと おり です。  

 新たに計上し たファ イ ナンス ・ リ ース 取引に係る 資産及び負債の額 53 百万円



 
 
 
 
 
 
 
 

附属明細書



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

【 様式第５ 号】

附属明細書

１ ． 貸借対照表の内容に関する 明細

(１ ) 資産項目の明細

①有形固定資産の明細

（ 単位： 百万円）

区分
 前年度末残高

(A)

 本年度増加額

(B)

 本年度減少額

(C)

 本年度末残高

 (A)+ (B)-(C)

(D)

 本年度末

 減価償却累計額

(E)

 本年度償却額

(F)

 差引本年度末残高

 (D)-(E)

(G)

事業用資産 74,274 1,237 58 75,453 28,970 1,256 46,483

 土地 26,269 - 24 26,245 - - 26,245

 立木竹 - - - - - - -

 建物 43,727 522 4 44,244 25,606 1,149 18,638

 工作物 4,175 25 - 4,199 3,363 107 836

 船舶 - - - - - - -

 浮標等 - - - - - - -

 航空機 - - - - - - -

 その他 - - - - - - -

 建設仮勘定 104 690 30 764 - - 764

イ ンフ ラ 資産 91,953 798 95 92,655 25,531 986 67,125

 土地 45,581 51 0 45,631 - - 45,631

 建物 77 - - 77 46 1 30

 工作物 46,053 513 67 46,500 25,484 985 21,016

 その他 - - - - - - -

 建設仮勘定 243 234 29 447 - - 447

物品 2,378 133 29 2,483 1,714 120 769

合計 168,605 2,168 182 170,591 56,214 2,362 114,377



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

②有形固定資産に係る 行政目的別の明細

（ 単位： 百万円）

区分
 生活イ ンフ ラ ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 その他 合計

事業用資産 611 30,573 7,165 1,309 635 604 4,474 1,112 46,483

 土地 565 16,653 3,389 750 300 491 3,020 1,076 26,245

 立木竹 - - - - - - - - -

 建物 7 12,964 3,586 415 314 0 1,350 - 18,638

 工作物 39 222 167 139 21 110 103 36 836

 船舶 - - - - - - - - -

 浮標等 - - - - - - - - -

 航空機 - - - - - - - - -

 その他 - - - - - - - - -

 建設仮勘定 - 733 23 5 - 3 - - 764

イ ンフ ラ 資産 44,524 10,442 1,021 2,094 8,902 0 140 - 67,125

 土地 23,298 10,274 1,011 2,058 8,850 0 140 - 45,631

 建物 29 1 - - 0 - - - 30

 工作物 20,795 123 11 36 51 - 0 - 21,016

 その他 - - - - - - - - -

 建設仮勘定 403 45 - - - - - - 447

物品 7 311 257 1 2 19 169 3 769

合計 45,142 41,326 8,444 3,405 9,539 624 4,783 1,115 114,377



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

③投資及び出資金の明細

市場価格のある も の （ 単位： 百万円）

銘柄名
 株数・ 口数など

(A)

 時価単価

(B)

 貸借対照表計上額

 (A) X (B)

(C)

 取得単価

(D)

 取得原価

 (A) X (D)

(E)

 評価差額

 (C) - (E)

(F)

 (参考)財産に関する

調書記載額

合計 - - - -

市場価格のないも ののう ち連結対象団体に対する も の （ 単位： 百万円）

相手先名

 出資金額

 (貸借対照表計上額)

(A)

 資産

(B)

 負債

(C)

 純資産額

 (B) - (C)

(D)

 資本金

(E)

 出資割合(% )

 (A) / (E)

(F)

 実質価額

 (D) X (F)

(G)

 投資損失引当金

 計上額

(H)

 (参考)財産に関する

調書記載額

下水道事業会計 249 24,792 11,339 13,452 13,160 1.89% 255 - -

（ 株） 長久手温泉 60 370 154 216 60 100.00% 216 - 60

尾張土地開発公社 3 296 267 30 15 20.00% 6 - 3

合計 312 - 63

市場価格のないも ののう ち連結対象団体以外に対する も の （ 単位： 百万円）

相手先名
 出資金額

(A)

 資産

(B)

 負債

(C)

 純資産額

 (B) - (C)

(D)

 資本金

(E)

 出資割合(% )

 (A) / (E)

(F)

 実質価額

 (D) X (F)

(G)

 強制評価減

(H)

 貸借対照表計上額

 (A) - (H)

(I)

 (参考)財産に関する

調書記載額

名古屋競馬（ 株） 0 56,528 734 55,794 414 0.01% 8 - 0 0

尾張東流通センタ ー（ 株） 8 869 852 17 390 1.99% 0 7 0 8

愛知高速交通（ 株） 5,678 3,475 523 2,952 1,336 15.45% 456 5,197 481 5,678

地域活性化センタ ー 0 4,667 256 4,411 2,451 0.01% 0 - 0 0

（ 一財） 砂防フロ ンティ ア整備推進機構 0 2,196 618 1,578 400 0.01% 0 - 0 0

愛知県暴力追放運動推進センタ ー 1 1,597 17 1,580 1,500 0.04% 1 - 1 1

地方公共団体金融機構 2 23,893,823 23,444,803 449,020 16,602 0.01% 54 - 2 2

愛知県信用保証協会 2 255,303 78,234 177,069 118,918 0.00% 3 - 2 2

合計 5,691 5,205 486 5,691

※表中の出資割合は、 資本金に占める 当初の出資金額によ り 計算でき ない場合は、 実際の数値を入力していま す。



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

④基金の明細

（ 単位： 百万円）

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
 合計

(貸借対照表計上額)

 (参考)財産に関する

調書記載額

財政調整基金 1,145 153 - - 1,298 1,298

減債基金 4 0 - - 4 4

都市計画施設建設基金 277 37 - - 314 314

都市緑化基金 799 107 - - 906 918

安心安全対策基金 185 25 - - 209 209

公共施設等整備基金 1,354 181 - - 1,535 1,535

公共施設等管理基金 1,032 138 - - 1,170 1,170

古戦場公園再整備基金 162 22 - - 184 184

ふる さ と 応援基金 15 2 - - 17 17

企業版ふる さ と 納税基金 6 1 - - 7 7

土地開発基金 461 62 - - 522 757

卯塚墓園事業基金 71 10 - - 81 81

合計 5,509 736 - - 6,246 6,493



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

⑤貸付金の明細

（ 単位： 百万円）

貸借対照表計上額
 徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

 徴収不能引当金

計上額

合計 - - - - -

長期貸付金 短期貸付金

相手先名ま たは種別
 (参考)

貸付金計



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

⑥長期延滞債権の明細 ⑦未収金の明細

（ 単位： 百万円） （ 単位： 百万円）

相手先名ま たは種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名ま たは種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【 貸付金】 【 貸付金】

小計 - - 小計 - -

【 未収金】 【 未収金】

市民税（ 個人） 12 1 市民税（ 個人） 18 2

市民税（ 法人） 0 0 市民税（ 法人） 1 0

固定資産税 2 0 固定資産税 13 1

軽自動車税 1 0 軽自動車税 1 0

都市計画税 0 0 都市計画税 2 0

分担金及び負担金 0 0 分担金及び負担金 1 0

使用料及び手数料 - - 使用料及び手数料 - -

財産運用収入 - - 財産運用収入 - -

諸収入（ 雑入） 3 0 諸収入（ 雑入） 2 0

小計 18 2 小計 37 3

合計 18 2 合計 37 3



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

(２ ) 負債項目の明細

①地方債（ 借入先別） の明細

（ 単位： 百万円）

う ち1年内償還予定 う ち共同発行債 う ち住民公募債

【 通常分】 8,951 873 3,835 1,024 2,416 - - - - 1,676

 一般公共事業 1,207 112 851 - - - - - - 356

 公営住宅建設 - - - - - - - - - -

 災害復旧 - - - - - - - - - -

 教育・ 福祉施設 4,964 453 2,780 1,024 667 - - - - 493

 一般単独事業 1,005 156 - - 178 - - - - 827

 その他 1,775 151 204 - 1,571 - - - - -

【 特別分】 6 6 6 - - - - - - -

 臨時財政対策債 - - - - - - - - - -

 減収補てん債 - - - - - - - - - -

 減税補てん債 6 6 6 - - - - - - -

 退職手当債 - - - - - - - - - -

 その他 - - - - - - - - - -

 合計 8,957 879 3,841 1,024 2,416 - - - - 1,676

種類 地方債残高 政府資金
 地方公共団体

金融機構
市中銀行

 その他の

金融機関
市場公募債 その他



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

②地方債（ 利率別） の明細

（ 単位： 百万円）

地方債残高 1.5% 以下
 1.5% 超

2.0% 以下

 2.0% 超

2.5% 以下

 2.5% 超

3.0% 以下

 3.0% 超

3.5% 以下

 3.5% 超

4.0% 以下
4.0% 超

 (参考)

 加重平均

利率

8,957 8,431 472 55 - - - -

③地方債（ 返済期間別） の明細

（ 単位： 百万円）

地方債残高 1年以内
 1年超

2年以内

 2年超

3年以内

 3年超

4年以内

 4年超

5年以内

 5年超

10年以内

 10年超

15年以内

 15年超

20年以内
20年超

8,957 879 866 883 842 722 2,620 1,452 514 179

④特定の契約条項が付さ れた地方債の概要

（ 単位： 百万円）

 特定の契約条項が

付さ れた地方債残高

112

357

266

139

341

342

79

354

契約条項の概要

一般会計／10年利率見直し  2002年度借入

一般会計／10年利率見直し  2003年度借入

一般会計／10年利率見直し  2004年度借入

卯塚墓園事業特別会計／10年利率見直し  2012年度借入

卯塚墓園事業特別会計／10年利率見直し  2012年度借入

卯塚墓園事業特別会計／10年利率見直し  2012年度借入

一般会計／10年利率見直し  2015年度借入

一般会計／10年利率見直し  2020年度借入



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

⑤引当金の明細

（ 単位： 百万円）

目的使用 その他

徴収不能引当金（ 固定資産） 1 4 3 1 2

徴収不能引当金（ 流動資産） 4 3 - 4 3

投資損失引当金 - - - - -

退職手当引当金 554 242 260 - 536

損失補償等引当金 - - - - -

賞与等引当金 359 395 359 - 395

合計 919 645 622 5 937

本年度減少額

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度末残高



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

２ ． 行政コ ス ト 計算書の内容に関する 明細

(１ ) 補助金等の明細

（ 単位： 百万円）

区分 名称 相手先 金額 支出目的

集会所修繕補助金 区、 自治会等 1 区、 自治会等が行う 集会所の改修、 修繕、 施設設置に伴う 補助金

橋梁修繕工事負担金 名古屋市 2 名古屋市と 共同で発注する 工事の長久手市負担分の支払金

その他

計 3

尾三消防組合負担金 尾三消防組合 725 一部事務組合への負担金

下水道事業会計負担金 長久手市建設部下水道課 510 公営企業への負担金

定額減税補足給付金 個人 345 定額減税し き れない方等に対する 給付

尾張東部衛生組合負担金 尾張東部衛生組合 333 一部事務組合への負担金

施設等利用費（ 幼稚園授業料分） 民間幼稚園 273 民間幼稚園への給付費

地域型保育給付費 小規模等保育所 234 小規模保育所、 家庭的保育所、 事業所内保育所等の運営費補助金

巡回バス 運行業務負担金 名鉄バス （ 株） 名古屋営業所 117 巡回バス の運行負担金

その他 1,153  

計 3,690

合計 3,693

 他団体への公共施設等整備補助金等

(所有外資産分)

その他の補助金等



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

３ ． 純資産変動計算書の内容に関する 明細

(１ ) 財源の明細

（ 単位： 百万円）

会計 区分 金額

12,686

139

8

156

207

269

1,569

40

379

33

7

182

109

51

15,834

国庫支出金 298

県支出金 19

計 317

国庫支出金 3,716

県支出金 1,680

計 5,396

5,713

21,547

-

計 -

計 -

-

-

-

計 -

計 -

-

-

15,834

317

5,396

5,713

21,547

一般会計等相殺 -

15,834

317

5,396

5,713

21,547

財源の内容

地方税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

寄附金

特別会計繰入金

小計

小計

合計

小計

小計

合計

小計

小計

合計

税収等

 資本的補助金

 経常的補助金

小計

合計

税収等

税収等

 資本的補助金

 経常的補助金

小計

合計

 資本的

補助金

 経常的

補助金

税収等

国県等補助金

 資本的

補助金

 経常的

補助金

税収等

国県等補助金

 資本的

補助金

 経常的

補助金

一般会計等

（ 単純合算）
国県等補助金

一般会計等 国県等補助金

一般会計

税収等

国県等補助金

土地取得特別会計

卯塚墓苑事業特別会計



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

(２ ) 財源情報の明細

（ 単位： 百万円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コ ス ト 22,485 5,396 44 13,571 3,474

有形固定資産等の増加 1,772 317 329 908 217

貸付金・ 基金等の増加 659 - - 553 106

その他 - - - - -

合計 24,917 5,713 373 15,033 3,798

内訳
区分 金額



自治体名： 長久手市

年度： 令和6年度

会計： 一般会計等

４ ． 資金収支計算書の内容に関する 明細

(１ ) 資金の明細

（ 単位： 百万円）

種類 本年度末残高

現金預金 1,112

短期投資 -

合計 1,112


